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はじめに

　ここ数年、全国各地で地域ブランドを形成することへの取り組みが始まっている。例えば北海道では「北海道遺産」とよばれる、自然や歴史・文化、地場産業などの地域資源から選ばれた次世代から次世代へと残し引き継ぎたい有形・無形の財産が挙げられる。この遺産に選ばれるのは、湖や食べ物といった有名なものだけでなく、地域が熱心に保全に努めているものや、将来の取り組みに期待できるものといったものまで、多分野から多彩に選ばれている。この「北海道遺産」への構想は、それらの遺産を地域全体で守り育て、活用するなかで新たな魅力の北海道を創造していくという、地域づくりや人づくり、地域への愛着や誇りを持たせ、地域の活性化につなげようという目的がある。こうした活動が地域の基盤の強化に役立ち、北海道ブランドという地域ブランドを育て上げている。
このような地域ブランドの形成への取り組みの始まりの背景には、人口の減少や高齢化、財政の問題といったような地域の活力低下で苦しむ自治体がある。また、地方分権化の進展によって産業振興の方法を模索する動きがある。地域を再生・活性化するためには、それぞれの地域が持つ自然、歴史、文化といった地域資源を活かして、他の地域にはない魅力をつくりだすことが必要になるので、その打開策として切り札的な存在になるのが「地域ブランド」である。

これから地域活性化のためには、それぞれの地域が戦略と、それぞれの持つ独自の地域資源を存分に活かし、地域ブランドの構築が重要となってくる。しかし、各地域の動きを見ると、地域の特産物にばかり焦点を当てているものばかりであるのが現状である。したがって、特産物に限らず自然や景観、歴史・文化などの地域資源にも目を向け、より独自性を強く感じさせる多様な地域ブランドの構築にも力を入れていかなければならない。
これから第１章では「地域ブランドとは」というテーマで、簡単な事例や定義など基本的な概念を論じて理解を深める。第２章では「なぜ地域ブランドが求められるのか」というテーマで、地域ブランドが求められる現状の背景についてくわしく論じる。第３章では「地域ブランドへの取り組み」というテーマで、具体例をとりあげてさまざまな地域の取り組みを紹介するとともに、ブランドの認定や保護についても論じる。最後に第４章では「地域活性化に向けて」というテーマで、地域の活性化につながるような提案とこれからの問題点について論じる。
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おわりに

第１章「地域ブランドとは」
　１　ブランドとはなにか
　そもそも「ブランド」とは、「焼印をつけること」を意味する 「ｂｒａｎｄｒ」という言葉が語源とされている。牛や羊といった家畜を所有者が識別できるように焼印を押したことがブランドのはじまりである。
　これは他の所有者の家畜と識別するだけでなく、頭数の確認を簡単にすることのほか、焼印をつけた家畜が自分の所有しているものであると証明するためにも役立てられた。それが次第に、自分の家畜は他の所有者の家畜よりも品質が優れていると、はっきり区別することのためになっていった。しかし、反対に自分の家畜が他の家畜に劣る場合には、焼印をわざわざつけて自分から所有する家畜が劣っているということを示すことはされなかった。そのために焼印は、品質といったようなさまざまな比較条件において優位な立場の側において有用なものとなる。そして同じ焼印のつけられた家畜であるならば品質も同等であると保証されると見なされるようになった。
　このようにブランドの概念はとても昔から農業の分野において存在していた。現在に置き換えると、焼印はブランド、家畜は商品・サービスといったように説明できる。

　そして経済や社会の進展に伴い、洗練されつつ今日までの発展を遂げてきた。現在では企業のマーケティング活動においてなくてはならない概念となっている。

現在の「ブランド」とは、銘柄、商標のことで、消費者の中で得られるあらゆる情報やメディアの伝達、消費者の経験などによって、商品等を識別化または差別化し、出来上がる商品に対するイメージの総体である。
アメリカのマーケティング協会では、ブランドの定義を「ある売り手あるいは売り手集団の製品およびサービスを識別し、競合他社のものと差別化することを意図した名称、言葉、シンボル、デザイン、あるいはその組み合わせ」とされている。
つまり「差別化」することを意図したものとしてブランドをとらえている。差別化とは、消費者にとって他社の商品やサービスよりも異なり、優れている状態を意味し、企業にとって、この差別化を図ることによって自社ブランドに価値を生じさせることができる。

つまりそれぞれ企業は、他社に比べ、自社の商品やサービス、デザインなど優れている点を常に消費者に向けて発信しアピールしていかなければならない。その際に名前やロゴ、マークなどの標章がブランドとして、他社ブランドとの差異や優位性を端的に表すのに広く用いられるようになった。
　しかしながらブランドは標章であるために実体を持たない。このことから「見えざる資産」とも呼ばれ、商品やサービスの差別化が難しくなってきた現在の成熟してきた消費社会において、ブランドの担う役割はより大きくなっている。
　
ブランドには一般に、「品質保証機能」、「差別化機能」、「想起機能」の３つの機能と、「価格プレミアム効果」、「ロイヤルティ効果」の２つの効果がある。
　まず１つ目の品質保証機能であるが、これはブランドを付与することによって、一定の品質と商品、サービスを供給し続けるという意思表示と見なされ責任の所在が明らかにされるということである。
　つぎに２つ目の差別化機能であるが、これはブランドを付与することによって、他のブランド製品やコモディティといわれる低価格で大量生産されるようなものとの区別が明確にされる。通常では他の製品との価格競争を避けるために品質やデザイン、希少性などの特徴を出して消費者の興味をひく場合が多い。
　そして３つ目の想起機能であるが、これはブランド再生とブランド連想に分けられる。ブランド再生とは、何か商品を買うときに、この商品といえばこのメーカー、といったように思い出されることである。この思い出される割合が高いということは、購買時にそのブランドを想起する可能性のある消費者が多いことを意味する。それはつまり購買される確率もともに高まる。一方ブランド連想とは、あるブランドが与えられたときに、消費者に何らかの知識や感情、イメージが思い浮かぶことである。このブランド連想は、消費者のブランド評価へとつながる重要な機能である。
　続いて価格プレミアム効果についてであるが、ブランド力のある商品やサービスは、同等の機能を持つコモディティなどに比べ高い価格を設定することが可能である。これは優れた品質やデザイン、希少性があるためであり、また消費者が自分の他だれかに話したくなるような商品の持つ魅力のことをいう物語性を備えているためである。つまりそこには機能的な価値にとどまらずそれ以外の付加価値部分、すなわちプレミアムの評価を重視する消費者の行動があるということである。
　最後にロイヤルティ効果であるが、これは消費者が気に入れば継続的な反復購入が見込まれるということである。この背景にはあるブランドに対する消費者の満足感や信頼感などが存在することにより、そのブランドに対して忠誠心、すなわちロイヤルティを持ち続け、他のブランドやコモディティには簡単には乗り換えることはなくなるのである。
　このように、ブランドの構築に成功した商品やサービスは、安価で大量生産の市場に飲み込まれることもなく独自に市場を創造でき、安定的な顧客確保や需要の獲得につながる。さらに価格の面においてもブランドの付加価値を反映し、高めの価格設定ができ、安売りなどの競争に巻き込まれるというリスクの回避にもつながる。そして市場の激しい競争に優位に立つことができる。
　２　地域ブランドの概念

地域ブランドは、地域経営や地域づくりの分野に企業マーケティングのブランド概念を応用したものである。しかし現在、地域ブランドには定まった定義はなく、使われる人や場面によってさまざまである。
例えば「佐賀牛」や「佐賀錦」、「嬉野温泉」などといったように、特定の地域で産出される生鮮特産品や、特定の地域で提供される温泉地やリゾート地などのサービスに地域名を冠したものを地域ブランドと呼ぶことが多い。地域に軸足を置くブランドの名称としては当然のことである。
またその一方で、宮崎県産の完熟マンゴー「太陽のタマゴ」、山形県産の赤い宝石とも呼ばれるさくらんぼ「佐藤錦」などのように、地域名を冠しないが特定の地域を想起させるブランドもある。

さらに、自然環境や歴史的遺産、町並みなどからくる地域イメージを地域ブランドと呼ぶこともある。たとえば鹿児島県の「屋久島の自然」、東京都の「銀座の高級ショッピング街」、京都府の「歴史的な寺院、町並み」などがあげられる。
地域ブランドには、「地域発の商品・サービスのブランド(プロダクトブランド)」と「地域イメージのブランド(リージョナルブランド)」という２つの領域がある。この２つの領域を有機的に結びつけることで、物産物販売や観光客増加などを実現し地域外の資金・人材を呼び込むという好循環を生み出し、持続的な地域経済の発展、活性化へとつなげていくことができる。

　特産物などの売り上げが増加するということは、プロダクトブランドの評価が高まるのと同時に地域のイメージも良くなり、観光客が訪れるようにもなる。さらに、何度もその土地を訪れて気に入ることで定住者の増加にもつながり、この好印象がリージョナルブランドを高め、他地域の特産物などのブランド構築にも良い波及効果をもたらすのである。そして地域経済が潤い発展するうえに世間から広く注目されることで住民の地域への愛着心が強くなってくるようにもなる。
このような望ましい好循環に着目し、経済不振や財政難、高齢化や過疎化に悩む全国の自治体がこぞって地域ブランドの構築に力を入れるのである。

また大事になってくるのが地域と観光客等との関係をブランド化によって、一過性ではなく持続性を持たせることである。つまりブランドの構築は、売れ続ける仕組みづくりであり、この点で地域ブランド化は、地域に魅力という付加価値をつけることだと言える。
地域ブランドは、さまざまな個別ブランドと、これらを束ねる統合ブランドから成り立つ。地域ブランドの確立には、質の良い多様な個別ブランド群を形成することでイメージの向上につなげ、統合ブランドの価値を高めることが重要となる。
　これら統合ブランドと個別ブランドは上下の階層構造の関係で、それぞれが相互に影響しあう。
個別ブランドとはその地域が持つ自然や歴史、文化などから生み出されるものであり、大きく３つの領域に分類される。

まずは「特産物（サービス）ブランド」である。これは農作物や水産物、お酒類、伝統工芸品といった地場産品や温泉、料理、旅館等といった地域固有のサービスから生まれるもので、買いたい・利用したいというニーズの消費者に向けたブランドである。
　つぎに「文化・環境ブランド」である。これは地域の持つ景観や町並み、自然環境などが主要な資源となり、生活の場や快適な暮らしを求める地域住民に向けたブランドである。
　さいごは「観光ブランド」である。これはその地域が持つ、観光の対象・目的となるあらゆる観光資源から生み出されるものであり、訪れたいという旅行者のニーズに向けたブランドである。

　
さらに統合ブランドであるが、これは地域のイメージや価値を象徴的にあらわすものである。地域そのものがブランドであり、通常は地名がその役割を担うことになる。

　石川県でみると、「加賀野菜」、「加賀友禅」、「加賀温泉郷」、「加賀料理」といった個別ブランドを束ねるのが「加賀ブランド」という統合ブランドである。といったように、これら個別ブランドへの高い評価が地域のイメージを向上させ統合ブランドの価値を高めている。そして世間に広く周知され、更なるブランドの拡張にも取り組みやすくなっている。ただし、１つの個別ブランドの信用が失われることは統合ブランドの価値を低下させることにも直結する。

　
３　地域ブランドの事例
・長崎県新上五島町「五島箱入娘」

　０７年１１月、新上五島町と長崎県立大学が相互の発展のため、地域振興、教育、健康福祉および学術等の分野で協力するために協定を結んだ。「五島箱入娘」のブランド推進事業はその相互協定事業の一環として上五島漁業協同組合の協力のもとに取り組まれたものである。
　長崎県は全国有数の漁獲量を誇り、県全体で「長崎のめぐみ」として推進しているように、優れた鮮魚を全国的にアピールする取り組みを積極的に行っている。

上五島漁業組合も五島産の鮮魚をブランド化し、優れた鮮魚を消費者に「安心・安全」な商品として認知してもらい、地域経済の活性化を行いたいという目的からこの取り組みを実施していた。このブランド化への取り組みで注目すべきは、魚種を限定せず五島で獲れた四季折々の旬の厳選された鮮魚を「五島箱入娘」としてブランドを推進させようということである。
ブランド化推進部会を設置し、鮮魚の質を保持するための認定基準や品質取扱要領を取り決めたり、リーフレット・ポスターを作成し認知度の向上に向けた活動をしている。さらに、ブランド偽造を防止するため学生と協力してできた、ホログラムを取り入れたタグの開発によりブランド保護にも努めた。
この「五島箱入娘」というブランド化の取り組みはまだ始められたばかりで全国的にも、県内においてもまだまだ知名度は低いのであるが、新聞やテレビで紹介されるなど知名度をあげてきており、これからさらに地域ブランド化の進展と地域経済の活性化が見込まれる。

・熊本県南小国町「黒川温泉」

　黒川温泉は、阿蘇山の北部、標高７００メートルの人口４千人ほどの熊本県南小国町にある古くからの温泉地である。もともとはひなびた湯治場であったが、別府阿蘇道路（やまなみハイウェイ）という九州を横断する道路の開通に伴い、大分や熊本からの交通アクセスが改善され来客数が一時増加した。しかしその当時は客をつなぎとめるのに十分な魅力がなく、次第に閑散としていったうえに、高度成長期で大型温泉旅館の全盛であったため余計に客足が少なくなった。しかし、９０年代のバブル経済の崩壊とともに、温泉地に求める人々のニーズが、「癒し」のような情緒や雰囲気へと大きく変化した。また、旅行の形態も団体旅行から家族旅行、少人数旅行などへと変化した。

このような変化に対応できたのが黒川温泉であった。渓谷にあったので土地が狭く、旅館の大型化に乗り遅れ、もともと渓谷の両側に小規模の旅館が立ち並んでいたことが幸いした。さらに、８０年代からは温泉街でよくみられる歓楽街や派手な看板を廃止し、山には四季の変化が楽しめるように、杉などからクヌギやモミジといった雑木に植え替えていった。また特色ある露天風呂を整備し、８６年には温泉客が好みの露天風呂３か所に入れるという入湯手形を１枚１２００円で売り出し、ソフト面の整備も行った。この入湯手形には間伐されたこの地域特産の小国杉を輪切りにして作ったものを使い、資源の有効利用を実現させた。

このような努力が功を奏し、日本の古き良き原風景ができあがり、温泉街を散策したり、露天風呂めぐりをする人たちでまち全体ににぎわいと活気が生まれた。現在では常にさまざまな温泉地ランキングで上位に入り、ピークの０２年には年間１１９万人の客数を記録し、各旅館の客室稼働率も９割を超える人気となり予約の取りにくい温泉地の一つになった。
長崎県新上五島町「五島箱入娘」の例は、特産物ブランドに分類され、熊本県南小国町「黒川温泉」の例は観光ブランドに分類される。これらの事例のように、ブランド化へのアプローチや取り組み方法は地域によってさまざまである。それぞれの地域が置かれた状況や持てる地域資源の内容によってブランド構築の方向性は異なってくる。ブランド構築へ活動するどの地域も、地域の特性や地域資源をうまく活用していることが共通している。

　うまく地域ブランドを構築している地域は、固有の地域資源を活かしながらその土地ならではの特産物やサービスなど地域の魅力や活力を生み出すことに成功している。そして特産物の販売や観光客の増加を通じ、地域経済の活性化に貢献しており、顧客からの評価や地元住民の地域への満足感を高めている。
第２章「なぜ地域ブランドが求められるのか」
　１　地域経済の活性化・再生

　いま、なぜ日本では地域ブランドが注目されているのだろうか。それは、地域経済における閉塞感が強まりつつあるからである。その活性化と再生を図るためには地域ブランドを活用した産業振興であったり地域の「まち」づくりが有効な手段と考えられているのである。

　近年、地域間で経済成長率にかなりの格差が出ている。地方分権が進展するなかで、今後もその拡大が懸念されている。

その上、地域経済へ及ぼす人口減少や高齢化の影響は大きい。2005年総務省の国勢調査では、2004年の12月に約1億2783万人をピークにその後は減少に転じた。また、2006年の国立社会保障・人口問題研究所による日本の将来人口推計では、2055年には日本の人口は8993万人となり現在の約3割減少するであろうと予測されている。それと同時に高齢化もより進展し、2005年に20％強であった高齢者人口比率は、2055年には40.5％にまで高まり更なる高齢化の加速が予測されている。
人口減少と高齢化の進展が地方に及ぼす影響は小さくない。特に地方においては過疎化が一層加速する恐れが大きい。同じく国立社会保障・人口問題研究所が行った2007年5月の都道府県別将来推計人口によると、2005年から2035年までの間に全都道府県で人口が減少に転じると推計されており、減少率においては全国平均で13.4％であり、地域別にみると南関東で4.4％の減少率にとどまるのに対し、四国では23.0％、東北では22.9％、北海道では21.6％というように地方にとっては厳しい結果が出ている。

さらに政府・自治体の財政難も地域経済にとって大きな問題である。日本は世界第3位の経済大国でありながら、財政状態は先進国の中でも最悪の水準にあり劣悪である。バブル経済崩壊以降の長期不況に際して公共事業など財政支出を中心とした大規模な景気対策が実施され、高齢化に伴う社会保障費などの増加も重なり税収に比べて歳出が過大な状態の財政構造から抜け出せていない。
その結果、2009年度の国及び地方の長期債務残高は、対ＧＤＰ比169％となる約816兆円にまで達した。これは先進7カ国のなかで、政府の債務がＧＤＰの規模を上回るのは日本とイタリア（130％）だけである。
地方自治体は、福祉や医療関連、環境対策、多様化・高度化する住民のニーズへの対応などによって将来的にコストは増大する一方であり、今後の地方自治体の財政は、定住している住民からの得られる税収は減少していくことで厳しい事態に直面することになっていく。全国の地方自治体にとって、財政の立て直しは待ったなしの厳しい状況にあり、歳出の削減はもちろん、産業振興などによっていかに地域経済の活性化・再生を図っていくか、それぞれ地方自治体の対応力が問われているのである。
２　地方分権の進展
　地域ブランドが注目される背景の１つに日本の地域分権改革がある。この地方分権改革とは、国の成り立ちを市町村が中心となった現場重視へと作り変えていくことであり、そして時代の変化や要請に合わせて行政・財政制度や社会の仕組みを持続可能なものへと再構築していくことでもある。
　2000年4月の地方分権一括法の施行により、国と地方の関係は、「上下・主従」の関係から「対等・協力」の関係へと大きく転換した。さらに小泉内閣時代の「三位一体の改革」、つまり国・地方の税財政制度改革も後押しし、民主党政権が発足した2009年9月には、政府は地方分権を一層強めた地域主権確立に向けた改革を推進し始めている。

　このように地方分権の動きが本格化してくると、今後いかに地域経営を適切に行っていくかが重要な課題になってくる。つまり、活動主体である自治体や住民、ＮＰＯ、民間の事業者などが、その地域が持つ地域資源の最適な利用などを通じて経済的基盤を確立しつつ、持続可能な地域社会をつくることが必要であり、またこの地域経営を担う基礎自治体の体力強化も求められる。
　さらにこの地方分権化を背景に、市町村合併の動きも急である。1999年の改正合併特例法の施行に始まり、2003年から2005年にかけてピークを迎えた市町村合併の動きを「平成の大合併」といわれる。この目的は地方分権に対応して基礎自治体の行政・財政基盤を強化することであった。この合併が大きく進展した要因として、地方交付税の削減がある。地方交付税は地方自治体間の財政格差の是正が目的であり、国税の一定割合を配分するもので使途が限定されない一般財源である。従来は小規模町村に手厚く配分する優遇措置がとられていたが、三位一体の改革のもとで大幅に削減されることとなった。これが地方交付税への依存度が高い小規模町村を直撃し、単独での生き残りを厳しくしたのである。このような動きの中で、1999年3月に3232あった市町村数は、2010年3月末には1727となり10年余りでほぼ半減した。
　

　３　消費者行動の成熟化
　日本で地域ブランドが注目される背景の一つに、消費者行動の変化がある。商品やサービスは、消費者に評価され受け入れられてはじめてブランドとなる。事業者や地方自治体といった供給者側がいくらブランド化を望んだとしても、需要サイドの消費者にその気がなければ地域ブランドの構築は難しいといわざるを得ないのである。ここでは近年目立ってきた消費者の購買行動の変化とそれに伴う消費者と地域ブランドを結ぶ新たな動きをみていく。
　近年、日本の消費者行動で大きな特徴とされてきたのが「消費の二極化」と言われているものである。これは、高級ブランド品のような高価格のものと、その反対にある低価格のものが売れる一方、中間価格帯のものが売れない現象のことである。なぜ「消費の二極化」という現象が生じたのであろうか。
　社会の成熟化が進むのに伴い、商品やサービスの購買にあたって自分の価値観やライフスタイルに合ったものを選択するという価値志向を強めた消費行動がもたらした結果である。満足できるものであれば、多少価格が高くても購入するという「こだわり」がある。これを実現させるためには節約も惜しまず欲しいものにお金を使うという消費行動があらわれている。この消費者像は日本社会の成熟化に深く関わっている。日本人の価値観に大きな影響を与えたのは、バブル景気と平成不況である。バブル経済期は、高級ブランド品が飛ぶように売れた時代であった。しかし平成不況期には、それが一転して節約重視の低価格志向となったのである。いずれの時期も消費者の評価の軸は価格にあり、購入する商品やサービスの価値について省みられることは少なかった。
　この両極端の経験を通じて日本の消費者は、ようやく価格と価値のバランスに厳しい目を向けるようになってきた。そして将来の経済成長が期待できず、減り続ける家計収入のなかで、自らの効用を増大させるには、価格が自分の考える価値に見合うものか否かを厳しく見極めることが必要になってきた。
　

このような成熟化の流れの中で、消費者の向かった先が「生活の質」の追求である。日本の経済は今後も停滞するのが予想され、賃金もなかなか上がらない。しかし、一定程度の豊かさは確保されており、商品やサービスも溢れている。量的にはこれ以上望んでも仕方ないとなると、質の向上に目が向けられるのは当然のことである。衣料業界でのユニクロ、家具業界でのニトリといった企業が、低価格であるが高品質で優れた商品を提供してきたことで、従来の「高品質は高価格」から「高品質は低価格」へと、消費トレンドに大きな変化をもたらした。これらが消費者のライフスタイルや人生観など価値観の多様化をも促進することになった。興味関心のある分野にはお金をつかうことを惜しまず、そうでない分野には収入の制約から節約を心がけるような消費者行動が現在の消費者にとって当たり前になっている。
以上のような日本の消費者行動の変化が、地域ブランドを受け入れる素地となっている。個性的でありこだわりを持つ現在の消費者は、商品やサービスの微妙な違いや物語性に敏感に反応する。それが興味関心のある範囲内にあり、生活の質の向上につながると判断されれば、ほとんど躊躇もなく購入する。品質のいいもの、安心安全なもの、物語性に富むものなどといった、地域ブランドの持つ特性や情報と非常に適合しやすいのが、現在の日本の消費者行動なのである。
日本が高度成長期にあった頃には、消費者の関心の多くは、全国どこでも入手できるナショナルブランドへと向かい、地域ブランドを受け入れる環境にはなかった。国民の多くは大量生産などによる画一的な商品やサービスの購入で満足できていたのである。しかし時代は変わり、日本の社会の成熟化が進むことで、消費者はより個性的となり、商品やサービスを選択する眼も肥えてきた。つまり地域ブランドを受け入れる地合いが整ってきたのである。
　４　地域ツーリズムへの対応
　地域ブランドに注目が集まる背景には、日本の観光立国に向けての動きがある。21世紀は大交流時代の幕開けであり、今後は地球規模で人の交流が著しく増加すると予測されている。一方で日本は、これまでモノづくりを軸に加工貿易立国として発展を遂げてきた。このため、観光を中心とする人的交流分野の振興は必要に迫られることも少なく、積極的でなかったといえる。
　ところが2008年に観光庁が発足するなど日本政府の観光振興への取り組みが急速に活発化している。なかでも2007年の「観光立国推進基本政策」の策定で、政府は、訪日外国人旅行者数、国際会議開催件数、日本人海外旅行者数、国内観光旅行１人当たり宿泊数、国内の観光旅行消費額の５つの具体的目標を掲げた。ところがなかでも訪日外国人旅行者数の促進にあまりにも大きな重点が置かれている。外国人旅行者誘致は、これまで日本が積極的に取り組んだことがなく、今後は世界的な交流人口増から市場の急拡大が見込まれる有望な政策課題である。そしてグローバル化が急速に進む現在、外国人旅行者の増加は相互理解を深めるとともに、日本の観光産業や観光資源を世界標準まで質的に向上させるきっかけとなりうる。
　しかし、観光振興の視点からいえば、外国人旅行者の誘致は目的ではなくあくまで観光振興の手段に過ぎない。国際化の進展で国内外を問わず旅行者の観光行動はボーダレス化が進んでいるため、日本国内の観光地や観光ビジネスは今や海外の一流観光地などと正面から競合する時代を迎えているのである。
　このような時代に対抗するために大事なことは、国内観光をはじめ停滞気味の日本の観光市場について、活性化のために必要な対策を着実に実施して行くことである。つまり今後は、日本の各地域がもてる地域資源を存分に活かし、それぞれの個性や魅力を作り出していくことである。これにより、日本が多様性ある重層的な魅力を持つ国へと再生していくことが期待される。良質で優れた魅力が備われば、国内外を問わず旅行者は増える。逆に魅力に乏しければ、いかに誘致活動を繰り広げたとしても訪れる旅行者の数は限られる。また訪れたとしてもリピーターには決してなることはない。

　このように観光振興とは地域の個性や持ち味を伸ばし、魅力づくりを行うプロセスにほかならない。日本が真の国際観光立国となる最良かつ最短の方法は、旅行者が訪ねてみたい、もう一度訪ねたい、と思えるような魅力あふれる地域を、国内にできるだけ多く創りだすことである。そのためにも、自然や歴史、文化、地場産業といった地域の持てる資源を総動員しながら、地域ブランド化を推進していくことが重要である。
第３章「地域ブランドへの取り組み」
１　商標制度・認定への過程
　地域名と商品名を組み合わせて、ブランドとして登録できる地域団体商標制度が2006年４月からスタートした。団体商標とは、商標の権利者である団体と、その構成員が実際の使用者となる。出願できるのは、法人格があること、事業協同組合など特別法が定めた団体であること、構成員資格者の加入の自由が保障されていることの３つである。これは閉鎖的・排他的な組合には、本来自由に使えるはずの地域ブランドを占有させない趣旨であり、地域団体商標は、通常の商標権と同様に存続期間は10年間で、何度でも更新が可能である。商標登録すれば、商標の便乗使用等に対して使用差し止めや損害賠償等を請求できる。このように、他人による類似品や偽造等から地域ブランドを守る手段として有効なものである。
それぞれの地域と関連性のある製品を生産、またはサービスを提供する動きが全国各地に広がっており、近年ではこういった取り組みを積極的に後押ししようとする地方自治体の支援も活発になってきている。このことに加え、2006年4月からは商標法が改正され、地域名を冠した商品または商標登録基準が緩和されるなどといった地域ブランドを保護し、また積極的に活用できる環境が整ってきている
　2010年10月時点で、特許庁が受けた出願件数は962件である。内訳としては、農水産１次産品が47％を占める455件と最も多く、次いで工業製品が25％の239件、加工食品が12％の115件の順となっており、2011年11月ではこのうち461件が地域団体商標として登録査定されている。都道府県別でみると、京都府が57件と圧倒して多く、次いで岐阜県が26件、石川県と兵庫県が25件という順になっている。全47都道府県すべてから何らかの商品が登録されている。そして今後出願件数はさらに増加していくものと見込まれている。
　このように活発に登録申請される地域団体商標だが、これまでの動きをみる限り、その内容や目指すところは申請団体によって様々である。なかには、商標権を取得することだけを目的としたケースもみられ、また一部にはこの登録が地域ブランドとしての認証だという誤解すらあるようである。

　地域団体商標は、認証制度ではなく、あくまで商標の登録制度だという点に留意しなければならない。登録審査においては、出願の要件を満たせば当然に登録され、商品の品質など内容を吟味する基準は設けられていない。

登録商標の主たる効果は、地域の事業者や自治体などが努力して育てた特産物ブランドを、類似品や偽物などの便乗使用から法的に守ることにある。つまり、この商標登録が地域の特産物を直ちにブランド化へと導いたり、地域ブランドの地位を約束したりするものではなく、ましてやその特産物の品質を保証するものではない。
しかし、その一方で、地域団体商標を取得することによって、特産物ブランドを法的に守るだけでなく、他にもいくつかの効果が得られることも事実である。

第１に、商品やサービスの定義やルールづくりが、品質管理の強化へとつながることである。商標を取得しても定義や製法など管理ルールが曖昧なままのところも少なくない。登録申請を契機に商品やサービスの定義や、原材料や製法、品質管理といった製造・管理方法を規定することで、一定の品質の確保や改善につながることが期待できる。
第２に、自治体が地域産業政策へと本格的に取り組むきっかけとなることである。特に基礎自治体では、これまで独自の地域産業政策を立案し、展開した実績を持つところは極めて限られており、分権化が進む今後は否応なく自立的な地域経営が求められてくる。地域団体商標制度は、基礎自治体が地元固有の地域資源を見直し、それを活用した産業振興に取り組む絶好のきっかけを提供してくれるのである。
第３に、地域や業界団体の取り組み体制の強化が期待できることである。これまで特産物等の開発やマーケティング活動においては、地域の事業者や業界団体、自治体がバラバラに取り組むケースが多かった。しかし、地域団体商標に応募するには地域の関係者が結束して行動することが必要となり、これが地域内の取り組み体制の整備や強化などへとつながるのである。また取得後は、その商標を業界団体とその構成員のみが使えることになる点で、業界団体の組織力や結束力の強化も期待できる。

以上のように、地域団体商標は、取得することだけでなく、取得までの過程や登録後のブランド管理が大切である。またこれは個別ブランドの形成に係るものであり、これを統合ブランド確立へと、どのようにつなげていくのか考えなければならない。つまり、商標の取得のみを目的とするのではなく、地域活性化の手段として、いかに活用していくかが問われてくる。
　２　「食」のブランド化
（１）ご当地グルメによるまちおこし
　近年、全国各地で「食」をテーマにまちおこしをする地域が増えている。もともと日本各地には、その土地ならではの食材や調理法を活かした郷土料理が存在する。地域の住民たちにとってはふるさとの味であり、旅行者にとってはその土地を訪れる魅力の１つとなってきた。農林水産省は2007年に、広く国民に支持されている郷土料理を選んだ「農山漁村の郷土料理百選」を選定し、それぞれの郷土料理にまつわる歴史や文化、レシピなどを情報発信するとともに、食文化を通じた地域振興を図ろうとするものである。
　一方で、急増してきているのが、ご当地グルメを戦略的に売り出そうとする取り組みである。世代を問わない親しみやすさやコストの安さの利点から、麺類などのＢ級グルメが多いことも特徴である。各地のご当地グルメが一堂に会して味や技を競うＢ－１グランプリといったイベントが活発に開催されてきており、来場者の人気も満足感も上々である。これらの目的は、食のブランド化を通じて地域活性化を図ることにある。ここでご当地グルメのまちおこしで特徴的な事例を３つ挙げる。
　

事例１「海軍グルメ」
　全国には、旧日本海軍の定番メニューを再現してまちおこしとブランド化を目指す動きが目立っている。海軍グルメを再現する際に使われるのは、1908年に書かれた「海軍割烹術参考書」である。旧日本海軍の乗組員にとって長い航海の間の楽しみといえば食であり、調理担当者が工夫を凝らして作った本物の味が現代にも通じてまちおこしやブランド化に一役買っている。
　有名なものでは、神奈川県横須賀市の「よこすか海軍カレー」がある。横須賀市は1999年にカレーの街宣言を行い、旧海軍のレシピからカレーを再現し、約２０店の認定店を設けて積極的に売り込んでいる。このほかにも、アメリカ海軍発祥ではあるが、長崎県佐世保市の「佐世保バーガー」も有名である。

事例２「食の集積」
　ご当地グルメは、地域固有の食の集積がもととなって生まれたものが多い。その代表格は「餃子」である。１世帯年間支出額において、栃木県宇都宮市は不動の１位である。第２位は静岡県浜松市であり、これらの地域は全国に対して餃子でアピールし、ブランド化へとつなげていく狙いがある。
　次に、「焼きそば」についてであるが、よく知られているのは日本３大焼きそばの町と呼ばれる、静岡県富士宮市、秋田県横手市、群馬県太田市である。なかでも宇都宮市は昔から焼きそば店の集積が多く、この「富士宮焼きそば」は、いちはやく商標登録を行い、「宇都宮餃子」とともにご当地グルメの地域ブランド化の先駆けとなった。

事例３「食の独自性」
　この事例は、地域固有の料理や素材、食文化等に着目したものである。地元ではごく普通に親しまれているが、他地域ではなじみが少ないという特徴を持つ。これを観光客誘致などにからめてブランド化しようとする動きである。

　岐阜県各務原(ｶｶﾐｶﾞﾊﾗ)市では、韓国の春川(ﾁｮﾝﾁｭﾝ)市が姉妹都市であったことをきっかけに、日韓親善協会や商工会議所、ＪＡ等が協力し、まちおこしの一環として2000年代初頭に「各務原キムチ」を開発した。春川市は、大ヒットした韓国ドラマの撮影地の１つであることと、キムチによるまちおこしが韓流ブームと時期が重なり、知名度を上げる追い風となった。
　福岡県北九州市では「門司港焼きカレー」が有名である。この焼きカレーは昭和30年代に始まった名物料理で、家庭料理としても広まった。門司港は、明治期から戦前にかけて国際貿易港として大いににぎわった。現在では歴史遺産等を活かした門司港レトロのまちおこしに取り組み、「門司港焼きカレー」がその一翼を担っている。

（２）「食」による観光まちづくり
　四季折々の多彩な食材に恵まれた日本では、食文化が非常に発展してきた。日本人の「食」に対するこだわりは強く、求める水準も高い。このために全国各地で特色を持ち味覚にも優れた郷土料理やご当地グルメが数多く生まれている。
地域ゆかりの「食」とは、食材や調理方法、歴史性、文化性などで、その土地と関わりがあり、住民に広く親しまれているものである。それらは地域性や独自性があって、味覚に優れたものが多い。このため、地域住民だけではなく、その土地を訪れる観光客にも魅力的となっている。地域ゆかりの「食」は、差別化がしやすく、ブランド化に適した分野だといえる。

地域活性化という目的を達成する手段としての食のブランド化は、地元需要の喚起に加えて観光客誘致などによる地域外需要の取り込みが不可欠となってくる。そこで近年全国で活発化しているのが「食」をキーワードとした観光まちづくりである。
ある地域の食が広く知られるようになれば、実際にその土地を訪れて味わいたいと思う人も増え、また提供する店舗が増加して食の集積度が高まれば集客効果が増すのである。そして現在の観光にとって、食の楽しみはなくてはならないものとなっている。

　しかし、名物や郷土料理を食べるために、わざわざ遠隔地に出かけるという観光行動はなかなか生まれにくい。日本観光協会による、宿泊観光旅行先での主な行動の調査では、温泉浴、名所の観光、自然の風景を見るといった上位の回答に対し、「飲食」は下位に位置し、重要な要素だと認識される一方で他の主要な要素との比較では副次的な位置づけにとどまってしまっている。つまり、温泉に入り、名所を見たついでに地元のおいしい料理を食べたいというようなことである。

「食」は観光振興の有力な手段となり得るのは確かであるが、これに加えて観光客に訴えかける観光資源や空間構成など、魅力ある他の要素をどれだけ持っているかが「食」のブランド形成にあたって重要である。
３　地域資源が豊富でない地域のブランド化成功例
　地域ブランドにおいて日本を代表する京都のように歴史的景観や特産物などといった豊富な地域資源を持たない地域は、どのようにして地域ブランドを形成すればよいのか。ここではそのような地域資源に乏しい地域の成功例を挙げ、考察していく。
　
１．香川県小豆島町　小豆島ブランド
　小豆島は、人口1万6千人の瀬戸内海で淡路島に次ぐ大きさで、小説の舞台となったことでも知られている。そしてこの島で作られる、小豆島桶仕込み醤油、小豆島佃煮、小豆島オリーブオイルという３つの地域食品が「本場の本物」に認定されている。

　「本場の本物」とは、沖縄黒糖や草加せんべいといった2010年3月時点で19品目しか認定されておらず、各地の伝統的製法と国内産の原材料で作られた特産物が厳しい認定基準を満たして得られる表示基準である。

　小豆島の醤油は、原料となる良質の塩が採れたことや、大豆や小麦の入手が海上輸送で容易だったこと、麹菌育成に適した温暖な気候に恵まれたことにより、江戸時代から約400年の歴史を誇っている。特に「小豆島桶仕込み醤油」は、直径、深さが約２メートル、容量が約5800リットルの大きな杉桶を用いて、時間と人手をかけて発酵・熟成させたものである。桶は全島で150あり、古いものでは100年以上使い込まれているものもある。化学調味料は一切使用せず、厳選された国産の原料を使っている。
　また伝統の醤油を活用し、二次加工品として作られているのが「小豆島佃煮」である。終戦後の食糧難の時代に、サツマイモの葉柄を醤油で煮込んだ佃煮を開発・販売したのが始まりである。合成保存料などを使わず、醤油は小豆島産、原料は国産６品目に限定し、職人が少量ずつ丁寧に煮上げて製品化している無添加食品である。
　さらに小豆島はオリーブの島として知られている。1908年に全国３か所で輸入されたオリーブの苗木を試植したが、唯一温暖少雨な気候の小豆島だけに根づいたことが始まりである。現在では町役場に「オリーブ課」が設けられるほどの特産物となり、全国生産量の95％を占めている。「小豆島オリーブオイル」は、地元で収穫した新鮮なオリーブの果実を直ちに地元の工場に運び、非加熱で搾油したものである。酸化しにくい性質を持ち、ビタミン類やアミノ酸などを豊富に含む自然食品である。香り、風味、色などに優れ、世界規模の品評会で好成績を収めるなど高い評価が定着している。
　このように小豆島は、瀬戸内海の温暖な気候や海上輸送の利便性などによって特色ある地域食品が多く育ってきた特産物ブランドにおける成功例である。
２．山形県鶴岡市　加茂水族館
加茂水族館は、人口13万8千人の山形県鶴岡市にある県内で唯一の市立水族館であり、全国で約60ある日本動物園水族館協会加盟の水族館のなかでは最小クラスである。1964年に開業し、当初は年間20万人を超える入場者で賑わったが、施設の老朽化や他県での大型水族館のあおりを受け、1998年度の入場者数は9万人台へと落ち込み、経営危機に直面した。
このような閉鎖危機のなか、魚類の水槽だと5秒程度で通り過ぎる客が、クラゲの水槽では30秒近く眺めていることに着目し、本格的なクラゲの展示へと乗り出した。2005年にはアメリカのモントレー水族館を抜いて21種類というクラゲ展示種類数世界一を達成したことが話題となり、入場者数は順調に回復し、経営難も乗り切った。そして2008年にはクラゲの人工増殖や飼育の実績が評価され、動物園や水族館で最高の栄誉とされる古賀賞を受賞し、現在では開業当初に近い19万人という入場者数となり、クラゲを35～45種類展示可能な水族館として評価を高め、世界的に注目を集めている。よく知られている北海道旭川市にある旭山動物園のような奇跡的な復活劇である。

これは生物多様性関連の文化・環境ブランド形成として成功した事例である。なかなか着目されにくく世界にも類を見ないクラゲの展示というユニークなコンセプトをつくりだし、他の水族館との明確な差別化を図り、その分野において世界一まで登りつめるというオンリー１な存在となるために積極的な取り組みをしてきたことでブランド化に成功したのである。
３．福島県喜多方市　蔵のまちとラーメン
人口5万3千人の喜多方市には、現在４１００棟もの様々な用途の蔵が残されている。これは、良質の地下水や米・麦・大豆などの農作物に恵まれ、古くから酒・味噌・醤油などの醸造業で栄えてきたためである。そして蔵の多くは現在でも使われており、喜多方市の生活文化にしっかり根づいている。
喜多方市が蔵のまちとして知られるようになったのは、1974年に東京で開催された写真展で、ある写真家が生活とともに息づく蔵のたたずまいを後世に伝えるために撮り溜めたものが、翌年にＮＨＫの番組で蔵住まいの町として紹介されたことである。これにより次第に旅行者が訪れるようになった。そしてその際に町なかの食堂で食べたラーメンの味が忘れられないという評判が口コミで広がり始めた。

このため喜多方市では、蔵に加え、昭和初期から市民に親しまれてきたラーメンを絡めて広報活動を展開し、札幌や博多にならぶ日本三大ラーメンとして全国的に知られるブランドとなった。喜多方市の持つ歴史と文化が蔵のまちとしての空間の魅力を創りだし、それに地元名物のラーメンが相乗効果を発揮した形である。これらにより1980年代初めに年間20万人だった観光客数は、2009年には126万人へと大きく増加した。
ここで注目すべきなのは、蔵もラーメンも地域住民が日々の暮らしの中で育んできたことである。その点で紛れもなく本物であり人を惹きつける十分な魅力を備えている。喜多方市の事例は、既存の地域資源を活かしつつ連携させることで、地方の一中小都市が優れた統合ブランドを確立した好例である。
第４章「地域活性化に向けて」
１　地域ブランド戦略
地域活性化に向けて、つまり「まち」が様々な魅力にあふれ、生きがいを与えてくれて、永く存続していくためには、「まち」をブランド化する必要があり、ブランドとしてあり続けるためには戦略が必要である。
ブランドというものは、商品やサービスの提供側である企業やメーカーが自分たちで作り上げるものではなく、また作りたいと思っても期待通りになることもない。つまりブランドは、消費者側が作り上げるものであり、商品やサービスを享受する人たちが、価値があると感じたり、多くの人が高い評価をしていくことで少しずつブランドとしての価値がついていくのである。
ブランドの構築にはかなりの時間がかかってしまう。しかしその代わりにブランドになってしまうと長い期間ブランドとして位置づけられる。身近な商品やサービスで考えても、ブランド化されているものは、数十年もの間にわたり市場のトップに君臨し、これから先も変わらぬ地位にあり続いていくのである。
ブランドにそのような性格があるということは、「まち」においても同じことがいえる。
東京や京都といった「まち」は、長い間日本を代表するような地位を保っている。これは、多くの人がこのような「まち」にあこがれ観を抱き、ブランドだと思っているからである。つまり「ブランド」づくりは、長い間魅力を持ち続けられる「まち」づくりとなり、地域活性化につながる。
地域活性化をめざすために地域をブランド化する、つまり人々にブランドとして認めてもらうためには、「コンセプト」づくりが最も大切なことである。
多くの「まち」づくりは、それぞれの地域や小さなグループがそれぞれのアイデアや長所を核としている傾向がみられる。しかしこれはまち全体の作業になっておらず、「まち」の個性となる「コンセプト」をつくるためにはまち全体での作業にならなければならない。
外国の例では、「映画のまち」ハリウッド、「ワインのまち」ボルドー、「芸術の都」パリ、また外国でなく日本においても、「日本の流行発信のまち」東京、「歴史的建造物と古い町並みの多いまち」京都、といったようにこれら一言で説明できるようなブランド化された「まち」は、それぞれのコンセプトのもとで「まち」づくりやイベントが行われている。そして多くの観光客がその魅力にひかれて世界、日本から集まり、また住民はそのまちに誇りを抱くのである。
コンセプトづくりにおいて以下の注意する必要な点がある。
· 住民の理解・賛同できるものであること
· シンプルでわかりやすいものであること
· 他地域と比較して差別化され、強い個性や特徴がある事
· 地域の持つ歴史や風景、文化などの要素から発展させること
· 時代の動きに合わせ、残すものは残し、捨てるものは捨てること
· コンセプトを決めたら変更しない一貫性を持つこと
· 一番になるものを探す（ナンバー１）
· 新たな分野に焦点を当て、一つしかないものにする（オンリー１）
地域活性化につながる地域ブランドを作り出すためには、それぞれ地域のもつ歴史や文化、地形的特色など個性や特徴を活かし、まち全体で協力して「まち」づくりに取り組まなければならない。その中で、最も大切なことである「コンセプト」づくりには、先に述べた留意点を踏まえ、これから目指していく自分たちの地域の姿をしっかりと思い描き、どのコンセプトで地域をアピールして魅力を伝えていくか、また住民に対して誇りを抱いてもらえるのかと考えることが必要である。すでにあるものだけでコンセプトがつくれない地域でも、新たな分野で勝負していくことができれば一つしかない魅力ができる。一貫性を持ってその作り出したコンセプトを貫き、地域独自の地域ブランドを構築することができれば、人口減少や高齢化など地域経済の衰退に関わる様々な社会の問題にも対抗できるような魅力と誇りを作り出すことができる。
地域ブランドのフィールドは思いのほか広く、多面的であるということを認識しておかなければならない。このため地域にとっては、持てる地域資源をフル活用しつつ、幅広い個別ブランド構築へと取り組み、総合的なブランド力を高めていく必要がある。こうしたブランド戦略を地域活性化策の主軸に据えることで、統合ブランドの確立が可能になっていくのである。
　２　地域ブランドの課題
以上から理解されるように、地域ブランドの確立に向けて、統合ブランドは地域資源が豊富とは言えない多くの地域においても構築が可能である。しかし、これまでブランド化に挑みながらも満足な結果を得ていない地域は全国でかなりの数になると思われる。
その原因をその地域の持つ地域資源の内容や、種類、質、量などの水準に求めるのは簡単であるが、他地域に比べて魅力ある地域資源が少ないからブランド化できないというのは言い訳に過ぎない。結果を得られていない地域は、地域ブランドへの理解が不十分であったり、定石を踏み外した取り組みであったりするケースがほとんどである。この点はこれから本格的にブランド形成へ取り組もうとする地域においても参考にすべきである。
地域ブランド構築の基本は、地域ブランド体系に従って、持てる地域資源を存分に活用していくことである。

しかし多くの地域において、特産物ブランドにばかり取り組みが集中し、文化・環境ブランドへの取り組みが十分でない。地域によって保有する地域資源が様々であるために偏りがでることはやむを得ないことであり、地域経済の再生や活性化を考えると、地場産業と直結する特産物ブランドの構築へまず向かうことも理解できる。

優れた統合ブランドを確立するためには、持てる地域資源をフル活用することで、地域に眠れる資源を活かした文化・環境ブランドへの積極的な展開が求められる。その文化・環境ブランドは良好な地域情報を持つため特産物ブランドの確立に役立つ。良好な地域情報が加われば、消費者への訴求力が格段に増してくるうえに、物語性やメッセージ性が備わることで、その地域を訪ねてみたいという人々が増えることにつながる。こうして需要の増加が期待できるとともに観光のブランドの形成にもつながってくる。
地域ブランドのさらなる課題として、歴史的地名の消滅が挙げられる。地域ブランドにとって、地名は極めて重要である。統合ブランドの対象は地域そのものであり、通常では地名がその役割を担うからである。平成の大合併によって1999年に3232あった市町村数が2010年には1727まで大きく減少し、多くの歴史的地名が消失、変更されることになった。
例えば、広島県宮島町は、2005年に廿日市市に編入合併された。宮島町といえば世界文化遺産の厳島神社をもつ自治体で、安芸の宮島として高い知名度を誇っていた。1889年の町村制の施行により厳島町として発足し、戦後間もなく宮島町に町名変更して以来の伝統ある町名が消滅してしまった。

滋賀県安土町も、2010年に近江八幡市となった。安土町といえば、織田信長が安土城を建てた土地であり、安土桃山時代の語源ともなった歴史的・文化的に重要な都市であるが、同様に地名が消滅してしまった。
ほかにも歴史的町並みを持つ地域では、京都府美山町が南丹市、鹿児島県知覧町が南九州市となるなど、いずれも重要伝統的建造物群保存地区を有しており、合併前から地域の名称の知名度があったところである。
温泉地を抱える自治体では、静岡県修善寺町と天城湯ヶ島町などが伊豆市、大分県湯布院町が由布市となった。これらも合併前の名称が温泉などと結び付いて広く知られていた。
その一方で、合併後の新たな名称がブランド力を強化する方向に働いた自治体もある。新潟県魚沼市がその例である。2004年に堀之内町、小出町、湯之谷村など６町村が合併して魚沼市として市制を敷いた。これによって高級ブランド米である魚沼産コシヒカリの産地と地名との結びつきが明確となった。これと同様のケースとして、2005年に屋久町と上屋久町が合併した世界自然遺産の屋久島を有する鹿児島県屋久島町、2006年に三田川町と東脊振村が合併した吉野ヶ里遺跡のある佐賀県吉野ヶ里町などがある。
これらの事例から、市町村の名称はその地域のイメージやブランド力を大きく左右するものであるということが分かる。市町村合併により名称を変更することを余儀なくされることは仕方ないことであるが、合併後の活性化策などを考えた場合、地域のブランドイメージにマイナスとならないような慎重かつ十分な配慮が必要である。
おわりに
　「地域ブランドによる経済活性化」というテーマで、近年地域活性化の新たな手段として全国各地で取り組まれている「地域ブランド」の形成を題材として、様々な地域の取り組みの事例から、経済活性化に向けて取り組むべきことを考察してきた。

第１章では「地域ブランドとは」として、ブランドという言葉の由来や、ブランドによる効果、地域ブランドの定義や概念、典型的な事例を挙げ、地域活性化において地域ブランドがどのような役割を担っているのかを論じた。
第２章では「なぜ地域ブランドが求められるのか」として、少子高齢化や地域分権の進展、消費者行動の成熟化、地域ツーリズムへの対応などといった、日本や多くの地域が抱える社会問題に対抗し、地域活性化の策として地域ブランドが多く求められている背景を論じた。
第３章では「地域ブランドへの取り組み」として、商標登録制度による効果や、ご当地グルメという食の分野への取り組みや地域資源が豊富でない一般的な地域がブランド化を図る事例を挙げ、実際どのように地域ブランドがその地域のブランド形成に関わっており、どのような取り組みがなされているのかを論じた。

第４章では「地域ブランド戦略」として、地域ブランド化の抱える課題、地域活性化に向けた「まちづくり」には、明確かつ認識され親しまれやすいコンセプトづくりが最も重要であると論じた。
以上から、地域ブランドが地域活性化の策として非常に大きな力を持っていると再認識できた。豊富な地域資源を持たなくとも、どんな地域でもそれぞれの地域が持つ歴史や文化、自然、特産物などの地域資源をフル活用することで地域の再生や活性化につながり、またユニークな発想によるコンセプトづくりでも新たな分野への展開が可能であるとわかった。地域ブランドは様々な社会問題の打開策としてだけでなく、地域が一体となるためにも必要なものである。

これからも人々の抱く興味や関心は個性化・多様化していくが、まだまだ地域ブランドはフィールドが広く、地域性を活かした商品開発や個性あふれるまちづくりによってこれまで以上にさらなる新たな分野の開拓も期待できるというように無限の秘められた可能性を持っている。
もし自分がまちづくりのような地域の政策に関われるような機会があれば、地域ブランドの形成への取り組みを通じて、地域の活性化や振興に携わっていきたい。
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